
令和７年度第１回都市計画審議会

都市計画区域マスタープラン
の改定について

令和７年６月２４日
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資料１



都市計画区域マスタープランの位置づけ
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土地利用規制
(地域地区)

-用途地域
-高度地区
-生産緑地 など

都市施設

-道路
-都市公園
-下水道 など

市街地開発事業
-土地区画整理事業

-市街地再開発事業 など

～計画に沿ったまちづくり～

都市計画区域マスタープラン（区域マス）
都市計画区域の基本的な目標

茨城県都市計画マスタープラン（県土マス）
県土全体の都市づくりの基本方針

任意計画

区域区分

上位計画

都市計画区域（取手都市計画区域、守谷市全域）

法定計画（都計法第６条の２）

市町村マス策定時の指針となる

市町村都市計画マスタープラン（市町村マス）
市町村の都市計画に関する基本的な方針



改定の背景
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茨城県内には、２９の都市計画区域があり、それぞれに「区域マス」が策定されている。
区域マスは、概ね５年ごとに実施している都市計画基礎調査に合わせて定期的に見直しを

している。（前回の改定は令和３年９月）

人口減少や交通体系の広域化、災害の頻発化・激甚化
などの社会情勢の変化
・市町村マスと区域マスの役割分担が不明確
・圏央道や東関道など広域交通ネットワークの概成に伴う、
経済や人流の広域化

・広域的な観点からの土地利用の方向性を示す必要性
・居住機能や都市機能の誘導と持続可能な移動手段の確保
・頻発化、激甚化する災害に対して、災害リスクを踏まえた
まちづくりや土地利用の規制、誘導の必要性

課題

県と市町村の役割分担の明確化と都市計画区域間の連携強化を図る。

今回の改定では、これらの課題に対応するため見直しを行い
「区域マス」は広域的な観点からの方針
「市町村マス」は地域の実状・課題に応じた具体的な方針
を示す。 取手都市計画区域

（守谷市、取手市） 都市計画区域の指定状況



出典第2次茨城県総合計画
2022-2025 「新しい茨城」への挑戦

改定のポイント① 区域マスの広域化について
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県南圏域都市計画区域マス

茨城県内の都市計画区域は２９のまま、「区域マス」を５圏域に広域化する。
=県南地域の都市計画区域は９つのまま１つの区域マスになる。

改定後現行

取手都市計画区域マス

つくばみらい都市計画区域マス

竜ケ崎・牛久都市計画区域マス

土浦・阿見都市計画区域マス

石岡都市計画区域マス

研究学園都市計画区域マス

稲敷東部台都市計画区域マス

稲敷東南部都市計画区域マス

八郷都市計画区域マス

守谷市、取手市

龍ヶ崎市、牛久市
利根町

つくばみらい市

土浦市、阿見町
かすみがうら市

石岡市

つくば市

稲敷市、美浦村

稲敷市、河内町

石岡市

県南地域（９つの区域マス）



今回の改定では、「区域マス（法定計画）」と「県土マス（任意計画）」をひ
とつに集約する。

改定のポイント② マスタープランの集約について
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市町村マスの上位計画はひとつとなり、国の方針改定に迅速な対応が可能になる。

第１部 県土マス 第２部 区域マス

圏域都市計画区域マスタープラン



改定案 目次
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第1部 第3章 都市計画の基本方針
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自然的環境の整備又は保全
・憩いの場となる水と緑のネットワークの形成
・災害時の避難場所や防災活動の拠点としての

公園、緑地等の整備 など

中心市街地
・徒歩や自転車で生活できる
ウォーカブルなまちづくり など

農村地域との連携・共生
・地域資源を活かしたグリーンツーリズム

やエコツーリズム
などの体験型観光の支援 など

災害に強いまちづくり
・立地適正化計画による災害リスクの
低い地域への居住の誘導
・サービスエリアなどの広域防災拠点
としての機能強化 など

新技術を活用した都市づくり
・自動運転やMaaSなどによるスマートモビリティ

社会の実現 など

総合的なまちづくり
・行政区域を越えた市町村の連携による

都市機能の集積強化や生活関連機能サービスの向上
・官民連携による地域社会の実現

など

市街地
・コンパクトでゆとりのある

まちづくり など

市街化調整区域
・豊かな自然環境の保全
・高速道路IC周辺などの
計画的な土地利用の推進

など

土地利用

交通体系
・県内外を結ぶ広域ネットワークの形成
・災害時の緊急輸送道路網の形成 など

下水道、河川
・汚水処理施設の統廃合等の広域化、共同化

・河川整備等による治水機能の向上
＆「流域治水」への取組み など

都市施設

市街地開発事業
・広域交通ネットワーク周辺部
を中心として秩序ある産業集積
や宅地開発を誘導する など

課題
人口減少と超高齢化社会の進展による担い手不足

頻発化・激甚化する災害
都市の低密度化
人流・物流の広域化
農地の減少
など

１．基本方針の考え方（茨城県全体）



第２部 第１章 都市計画の目標
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・つくばエクスプレスやJR常磐線など東京圏へのアクセス性の良さをいかし、豊かな自然環境と調和
した、コンパクトで質の高い都市の形成。

・災害に強い安心、安全な都市づくり

県南圏域は、JR常磐線や関東鉄道常総線、常磐自動車道などの広域的な交通体系の整備の進展や、
東京圏の外延的な拡大によって計画的な大規模ニュータウン開発等により、人口や産業の主席が進ん
できた。
近年では、全国的な人口減少傾向の中でも、つくばエクスプレス沿線を中心としや地域の人口は増

加しており、市街地への人口集積が進行している。
自然的な環境としては、筑波山や霞ヶ浦を擁し、一部は水郷筑波国定に指定されているなど、豊か

な自然環境に恵まれている。

２．都市の状況（県南圏域）

３．都市の将来像（県南圏域）



第２部 第１章 都市計画の目標
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かすみがうら市

取手市

つくばみらい市

つくば市

土浦市

守谷市

阿見町

牛久市

龍ヶ崎市

稲敷市

石岡市

４．将来都市構造（県南圏域）

茨城県が目指す「集約と連携（コンパクト＋ネットワーク）」の視点に基づき、魅力あ
る圏域の実現を目指す。

相互に補完

取手市、土浦市、つくば市

概ね人口１０万人以上。
県南圏域の健全な発展・成長を支える
骨格的な基盤。

中核都市

守谷市、龍ヶ崎市、牛久市、つくばみらい市、
阿見町、かすみがうら市、石岡市、稲敷市

豊かな自然環境・職住のバランスのとれた
良好な居住環境を有する都市

生活拠点都市

広域連携軸
首都圏との結びつきを強化する広域交通ネットワーク

常磐広域連携軸：JR常磐線、つくばエクスプレス、常磐自動車道 等
首都圏環状広域連携軸：首都圏中央連絡自動車道、国道125号 等



第2部 第3章 主要な都市計画の決定の方針
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１．土地利用に関する主要な都市計画決定の方針（抜粋）

（略）

（略）

（略）



第2部 第3章 主要な都市計画の決定の方針
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１．土地利用に関する主要な都市計画決定の方針（抜粋）



２．都市施設の整備に関する主要な都市計画決定の方針（抜粋）
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第2部 第3章 主要な都市計画の決定の方針

（略）

（略）



３.市街地開発事業に関する主要な都市計画の決定の方針（抜粋）
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第２部 第３章 主要な都市計画の決定の方針

（略）
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年 月 日 内 容

令和７年４月～８月

市町村への意見照会（最大３回）

１回目：４月下旬から５月中旬（６W）

２回目：６月下旬から７月上旬（３W）

３回目：８月上旬から８月中旬（２W） ※

※２回目の意見照会で意見ありの場合

令和８年１月 公聴会の開催

令和８年５月 案の縦覧

令和８年５月～７月頃 市都市計画審議会での諮問・答申（意見照会）

令和８年７月 茨城県都市計画審議会

令和８年９月 決定告示予定

今後のスケジュール



１回目の意見照会では、第２部第３章「主要な都市計画の決定の方針」について、以下の
とおり意見を提出している。
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市町村への意見照会について

（略）

（略）
（略）

（略）
（略）

（略）

（略）



説 明 は 以 上 で す
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